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研究成果の概要（和文）：本研究はSDGsにも記されている「セクシュアル／リプロダクティブ・ヘルス・サービ
スへのあらゆる人のアクセス」を移民女性にも保障するため、現在、障壁となっている事柄を明らかにした。ベ
トナム、ネパール、中国、インドネシア、ミャンマー出身者を主な対象としたオンライン調査から、「言語の
壁」以外に、技能実習生や日本語学校の留学生に家族帯同が認めらないといった「法や制度の壁」、「妊娠した
ら退職／退学／帰国」といった警告に代表されるマタニティ・ハラスメントなど「心の壁」が障壁となっている
ことに加えて、出身国と日本で避妊法や中絶法が異なるなどサービスの違いが問題であることが明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）：This research identified barriers to access to sexual and reproductive 
health services for migrant women. Migrants from Vietnam, Nepal, China, Indonesia, and Myanmar 
participated in an online survey. The survey result identified "laws and systems" barriers, such as 
not allowing technical intern trainees and international students at Japanese language schools to 
bring their dependent family members, "psychological barriers", and so-called "maternity
harassment", represented by warnings such as "retire/withdraw/return home if you get pregnant" other
 than "language barriers". In addition, migrant women have faced problems with differences in 
contraceptives and abortion services in Japan and their countries of origin.

研究分野： ジェンダー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究が行ったオンライン調査は、技能実習生や留学生が「妊娠したら帰国」といった警告を受けている実態を
明らかにした。その分析結果が、学術誌に掲載されただけでなく、新聞などメディアでも取り上げられたこと
で、外国人技能実習機構が独自の調査を行うきかっけとなった。また、裁判資料としても提出され、国会の文部
科学委員会の質疑でも引用された。移民女性の孤立出産の背景にある課題を社会に問うために活用された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1．研究開始当初の背景 

 2015 年に国連で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」（Sustainable 

Development Goals：SDGs）は、その前文で「誰一人取り残さないこと」を誓い、子どもや若者、

障害者、高齢者らとともに、難民や移民を「脆弱な人々」として明記している。移民をとりあげ

たパラグラフ 29 では、「他国への移住は、送出、通過、目的地となる各々の国の発展に大きく関

連している多面的な実態の現実であり、首尾一貫した包括的な対応を必要とするということを

認識する」と述べている。SDGs は、「途上国」だけでなく、移民を受け入れる日本でも実施が求

められている。 

 セクシュアル／リプロダクティブ・ヘルス・サービス（性と生殖に関する健康へのサービス、

SRHS）とは「人々が安全で満ち足りた性生活を営み、生殖能力をもち、子どもを産むか産まな

いか、いつ産むのか、何人産むのかを決める自由をもち、生殖システムが身体的、精神的、社会

的に良好な状態を保つために、問題の予防や解決に寄与する一連の方法・技術・サービスの総体」

（国際家族計画連盟 IPPF）を指す。 

 SDGs の目標 3「あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を保障し、福祉を促進する」のタ

ーゲット 3.7 には「2030 年までに、家族計画・情報や教育、さらには国家戦略や立案にリプロダ

クティブ・ヘルスが組み入れられることを含む、SRHS へのあらゆる人々のアクセスを保障する」

と記されている。SDGsは、移民女性がそれぞれの出身地から日本などを含む渡航先においても、

SRHS へのアクセスが一環して保障されることを目指していると言える。 

 本研究の学術的背景には、SRHS に関する研究、移民女性に関する研究、地域研究の 3 つがあ

る。SRHS に関する研究は、1994 年にカイロで開催された国際人口・開発会議（International 

Conference on Population and Development: ICPD）以降、盛んに行われるようになった。ICPD は移

民も含めたリプロダクティブ・ヘルスの概念を提唱したが、四半世紀を経ても、移民女性の渡航

先における SRHS へのアクセスの研究は医学分野でわずかにあるのみで、文化的・社会的側面か

らの研究、また出身国の地域研究との関連づけが乏しい。そこで、本研究は「移民女性の出身国

や地域、文化的・社会的背景や年齢層の違いが、移住先における彼女たちの SRHS の利用にどの

ような違いをもたらすのか」という問いに取り組んだ。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、SRHS への普遍的アクセスを目指した SDGs 実現の手がかりをつかむために、在日

移民女性の SRHS に関する多様なニーズとアクセスする際の障壁を明らかにすることを目的と

した。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、4 つの方法を用いた。一つ目は、ベトナム、ネパール、中国、ミャンマー、インド

ネシア出身者を対象としたオンラインでの量的調査である。二つ目は、主にオンラインツールを

用いた、フォーカス・グループ・ディスカッション（FGD）による質的調査である。三つ目は、



移民女性の語りを記録するエスノグラフィの手法を用いた質的調査である。四つ目は、サービス

提供者や移民女性の受け入れ機関担当者、自治体職員、医療関係者など支援者側を主な対象とし

たワークショップを通じた事例収集である。オンラインでの量的調査は研究代表者の田中雅子

が主に行い、FGD は研究代表者の他、インドネシア出身者対象とした際には研究分担者の高向

有理が参加した。三つ目のエスノグラフィ調査は、在日インド人コミュニティを対象に、研究分

担者のメイガ・ワダワが行った。四つ目のワークショップには、研究代表者の他、研究分担者の

高向有理、鹿毛理恵、齋藤百合子が参加した。福岡県、熊本県、北海道、岐阜県など自治体の協

賛を得て、各地の市民社会組織や JICA と共催した。 

 なお、SRHS 利用の阻害要因の分析には、4A からなるユニーバーサル・ヘルス・カバレッジ

（Universal Health Coverage：UHC）を援用した以下の分析枠組みを用いた。 

・Accessibility (場や距離：居住地から行ける範囲にサービスを受けられる場所があるか) 

・Affordability (費用：所得等と照らし合わせ、支払える範囲内でサービスを受けられるか) 

・Availability（時間：仕事や家庭の都合があっても、利用したいときにサービスを受けられるか） 

・Acceptability（気持ち：言語や心理的障壁を感じずに、気持ちよくサービスを受けられるか） 

 

４．研究成果 

 一つ目のオンライン調査は、移民の来日前後の SRHS へのアクセスについて尋ねた。避妊と中

絶サービスの利用に対する障壁を 4A モデルから分析したところ、Availability、Accessibility、

Affordability、Acceptability のいずれも課題だが，移民女性が出身国で使える避妊法・中絶法が日

本にない Availability に関する点がとりわけ深刻であることがわかった。同時に，費用に関する

Affordability も障壁として重要であることがわかった。 

 回答した女性計 301 人のうち、16.3％にあたる 49 人が「妊娠したら帰国」等の警告を受けた

ことがあった。また、日本でセックスパートナーがいた人の 17.6％が予定外の妊娠を経験してい

た。ベトナム人女性技能実習生回答者の全員が警告や誓約書への署名など何らかの制限を受け

たと答えており、妊娠の制限が広く行われていることがわかる。予定外の妊娠をした未婚の女性

は、在留資格を問わず、勉学や仕事を優先するために中絶を選択する傾向にあった。日本で未認

可の中絶薬を日本で服用している例も見られた。 

 本研究は、日本では移民女性が SRHR を守りにくいこと、言葉の壁、法の壁、サービス利用の

壁を回避するために、一部の移民は出身国から避妊具や避妊薬を持ち込んでいることがわかっ

た。しかし，そのような対応は、健康面だけでなく、法の面からも移民自身がリスクを抱えるこ

とになる。移民の自己責任とするのではなく、避妊薬の市販薬化や保険適用、中絶薬の認可が進

み、日本と諸外国の SRHS のギャップをなくすことが望まれる。 

 四つ目のワークショップの参加者は、九州・沖縄対象が 64 人、北海道対象が 56 人、東海対象

が 31 人で、運営側を含め約 200 人が関与した。いずれも自治体と JICA などの後援を受け、NPO

や保健師、弁護士、行政書士など専門職の協力を得た。地域による移民の構成や支援体制の違い

を浮き彫りにするとともに、関係者間のネットワーキングに寄与することができた。地域によっ



て相談支援体制が異なること、サービス提供側は、移民の出身国の違いによる避妊法や制度、習

慣の違い、在留資格によって適応できる制度の違いについて理解する必要性が指摘された。また、

日本語教師が教える性教育教材開発にも期待が寄せられた。 
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